
事 務 連 絡 

令和元年８月 21 日 

各都道府県財政担当課 

各都道府県市区町村担当課   御中 

各指定都市財政担当課 

総務省自治財政局公営企業経営室  

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課  

 

 

将来の更新需要に係る投資額推計のための資産状況調査について（照会） 

 

 

水道事業の将来の更新投資額の推計等に使用するため、現在の資産状況について把握し

たいので、別添記入要領をご確認の上、調査票ファイルをご提出願います。 

なお、今回の調査は平成 30 年２月に実施した調査（「『水道財政のあり方に関する研究

会』における検討のための調査（照会）」平成 30 年２月 14 日付け事務連絡）を補完する

ものであり、より精緻な推計とするため、調査項目等を見直したものとなります。また、

個々の団体の数値等を公表することは予定していませんが、集計・加工の上、今後の検討

の基礎資料として活用しますので、ご留意願います。 

 

記 

 

１．調査内容 

・各水道事業者が現在保有している資産の状況等 

 

２．対象団体 

 ・すべての上水道事業者、水道用水供給事業者、及び簡易水道事業者（会計単位） 

 

３．提出方法 

調査票ファイルを電子メールにより下記両アドレス宛てご提出願います。市町村分に

ついては、各都道府県市町村担当課で集計の上、ご提出願います。 

なお、提出方法の詳細は別紙をご参照ください。 

 

４．提出期限 

・令和元年９月２４日（火）17 時 

 

 

担 当：総務省自治財政局公営企業経営室 山本、坪田 

ＴＥＬ：03-5253-5638（公営企業経営室直通） 

E－mail：k.tsubota@soumu.go.jp 

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課  

井戸本、鮫島、冨田 

ＴＥＬ：03-3595-2368（水道課直通） 

E－mail：tomita-daisuke99@mhlw.go.jp 
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調査票の提出方法について 

 

各都道府県財政担当課及び市町村担当課においては、下記の要領で市町村分及び企

業団分をとりまとめの上、総務省担当者及び厚労省担当者宛てに送付してください。 

なお、財政課とりまとめ分・市町村課とりまとめ分は別送付として構いませんが、

企業団分等、とりまとめの漏れには十分にご注意ください。 

 

〇提出物は次の二点 

(1) 各都道府県下団体の調査票「集計」シートをとりまとめた Excelファイル 

(2) 各都道府県下団体の調査票ファイルをまとめた Zipファイル 

 

(1)について 

① 各市町村等から送付のあった調査票の「集計」シートのみを集めて、団体コード

順（左から右）に並べ、一つの Excelファイルとしてください。その際、集計シー

トごとに次の手順により、数式の入った数値を確定してください。 

１）各集計シートの[すべて選択]を右クリック 

    

２）[コピー（C）]を左クリック  

    
３）同様に[すべて選択]を右クリックし、[値貼り付け]を左クリック 

    
 

② ファイル保存時のファイル名及び各集計シート名は次のとおりとしてください。 

・[フ ァ イ ル 名 ] 都道府県番号（3桁）_都道府県名 （例：000_〇〇県） 

・[集計シート名] 団体コード_団体名  （例：000000_〇〇市） 
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(2)について 

① 各都道府県下団体分を１つのフォルダにまとめ「Zipファイル」としてください。 

 

② ファイル保存時の各ファイル名及び Zip ファイル名は次のとおりとしてくださ

い。 

・[Zip ファイル名]  都道府県番号（3桁）_都道府県名 （例：000_〇〇県） 

・[各ファイル名]   団体コード_団体名    （例：000000_〇〇市） 

 

 

※ なお、(1)及び(2)の共通事項として、各都道府県下団体分をとりまとめた際に、フ

ァイル容量オーバーによりメール添付が不可となる場合は、メール添付が可能となる

容量までファイルを分割することを可とします。 

 

 

 

担 当：総務省自治財政局公営企業経営室 山本、坪田 

ＴＥＬ：03-5253-5638（公営企業経営室直通） 

E－mail：k.tsubota@soumu.go.jp 

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課  

井戸本、鮫島、冨田 

ＴＥＬ：03-3595-2368（水道課直通） 

E－mail：tomita-daisuke99@mhlw.go.jp 

 



資産状況調査記入要領 

 

総務省自治財政局公営企業経営室  

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課 

 

１．回答方法 

 回答は「調査票（入力用）」のシートに入力してください。 

 １事業（会計）あたり１シートを用いて回答してください。 

 事業数に応じて適宜シートをコピーし、都道府県単位（政令指定都市を除

く）で１ファイルとして提出してください。 

 

２．問０ 

 決算統計の団体コード、事業の種別（リストから選択。複数の事業を行っ

ている場合は、事業毎に作成してください）、都道府県名、団体名を記入

してください。 

 

３．問１ 取得価額（単位：百万円） 

（１）管路以外の資産 

 上水道事業者、水道用水供給事業者、及び法適用の簡易水道事業者は、公

営企業会計における減価償却費算定の元となる情報であるため、固定資産

台帳等に基づき、現在稼働している各資産の取得価額を、取得年度別にそ

の額（税抜き）を必ず記入してください（稼働していない遊休資産につい

ては、将来的にも再稼働させる予定がなければ、記入する必要はありませ

ん）。 

 法非適用の簡易水道事業者も、固定資産台帳や現有資産の状況からの推計

により、可能な限り記入してください。 

 

（２）管路 

 上水道事業者、水道用水供給事業者、及び法適用の簡易水道事業者は、固

定資産台帳等に基づき、現在使用している管路種別（取・導水管、送水管、

配水本管、配水支管）資産の取得価額を、取得年度別にその額を記入して

ください。管路種別資産が不明な場合は、管路の合計額を取得年度別に必

ず記入してください。 

 法非適用の簡易水道事業者も、固定資産台帳や現有資産の状況からの推計

により、可能な限り記入してください。 

 

 



 

４．問２ 管路延長（単位：m） 

 管路種別の延長を、取得年度別に記入してください。 

 管路種別の延長が不明な場合は、取得年度別の合計延長を記入してくださ

い。 

 取得年度別の管路延長が不明な場合は、現有管路の管路種別合計延長を、

必ず記入してください。 

 各管路種別で最も延長が長い口径を、必ず選択してください。 

 管路を更新する際、一般的な埋設条件で採用する可能性が最も高い管種を、

管路種別毎に必ず選択してください。 

 

５. 共通事項 

 取得資産が、示された分類や管路種別以外のものである場合は、最も耐用

年数が近いと思われる区分に含めてください。 

 取得年度が 1900年より前の資産については、1900年に一括して入力して

ください。 

 調査票様式への行・列の追加は絶対にしないでください。 

 

 

以上 

 

 



※赤枠の部分は必ず記入をお願いいたします。 １事業あたり１シート作成してください（シートは適宜コピーしてください）。集計の必要はありません。

問０ 問１ 問２

西暦 固定資産台帳上の取得価額（単位：百万円） 施設台帳（または固定資産台帳）上の管路延長（単位：m）

団体コード 事業種別 都道府県 市町村
合計

（取得価額）
建物 建物付属設備 構築物 機械及び装置 車両及び運搬具 船舶 工具 器具及び備品 ※左記の管路について、その管路延長を入力

合計 取・導水管 送水管 配水本管 配水支管 合計 取・導水管 送水管 配水本管 配水支管

1900 0 0 0
1901 0 0 0
1902 0 0 0
1903 0 0 0
1904 0 0 0
1905 0 0 0
1906 0 0 0
1907 0 0 0
1908 0 0 0
1909 0 0 0
1910 0 0 0
1911 0 0 0
1912 0 0 0
1913 0 0 0
1914 0 0 0
1915 0 0 0
1916 0 0 0
1917 0 0 0
1918 0 0 0
1919 0 0 0
1920 0 0 0
1921 0 0 0
1922 0 0 0
1923 0 0 0
1924 0 0 0
1925 0 0 0
1926 0 0 0
1927 0 0 0
1928 0 0 0
1929 0 0 0
1930 0 0 0
1931 0 0 0
1932 0 0 0
1933 0 0 0
1934 0 0 0
1935 0 0 0
1936 0 0 0
1937 0 0 0
1938 0 0 0
1939 0 0 0
1940 0 0 0
1941 0 0 0
1942 0 0 0
1943 0 0 0
1944 0 0 0
1945 0 0 0
1946 0 0 0
1947 0 0 0
1948 0 0 0
1949 0 0 0
1950 0 0 0
1951 0 0 0
1952 0 0 0
1953 0 0 0
1954 0 0 0
1955 0 0 0
1956 0 0 0
1957 0 0 0
1958 0 0 0
1959 0 0 0
1960 0 0 0
1961 0 0 0
1962 0 0 0
1963 0 0 0
1964 0 0 0
1965 0 0 0
1966 0 0 0
1967 0 0 0
1968 0 0 0
1969 0 0 0
1970 0 0 0
1971 0 0 0
1972 0 0 0
1973 0 0 0
1974 0 0 0
1975 0 0 0
1976 0 0 0
1977 0 0 0
1978 0 0 0
1979 0 0 0
1980 0 0 0
1981 0 0 0
1982 0 0 0
1983 0 0 0
1984 0 0 0
1985 0 0 0
1986 0 0 0
1987 0 0 0
1988 0 0 0
1989 0 0 0
1990 0 0 0
1991 0 0 0
1992 0 0 0
1993 0 0 0
1994 0 0 0
1995 0 0 0
1996 0 0 0
1997 0 0 0
1998 0 0 0
1999 0 0 0
2000 0 0 0
2001 0 0 0
2002 0 0 0
2003 0 0 0
2004 0 0 0
2005 0 0 0
2006 0 0 0
2007 0 0 0
2008 0 0 0
2009 0 0 0
2010 0 0 0
2011 0 0 0
2012 0 0 0
2013 0 0 0
2014 0 0 0
2015 0 0 0
2016 0 0 0
2017 0 0 0
合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

上記の管路について、代表的な口径を必ず選択

現在更新する際に、最も使用する管種を必ず選択

管路延長について、
取得年度ごとの管路種別の内訳がわからない場合には、下記の表を入力

取・導水管 送水管 配水本管 配水支管
合計延長（m）
代表的な口径
代表的な管種

資産の状況等

管路

【注意事項】数値入力対象について

更新投資の需要額に係る調査のため、各

年度に入力する建設改良費は、有形固定

資産のうち償却資産で、かつ現在も貸借対

照表上に存在するもの（※）（法非適事業

についてはこれに準ずるもの）について、

取得年度にその取得価格を入力してくださ

い。管路については取得年度にその取得

延長も入力してください。

※除却・売却・減損等により、帳簿価格が

ゼロとなったものは対象外です。また、現

在稼働していない遊休資産について、将来

再稼働させる予定がなければ記載する必


